
若者雇用対策の概要について

参考２



※ハローワークの「若年者ジョブサポーター」が、高校に出向き、職
場見学から個別就職相談、就職面接会の開催、職場定着までの一貫
した就職支援を実施。

高校

（１）（１）学生・新規学卒者に対する支援（職業意識形成・就職支援）学生・新規学卒者に対する支援（職業意識形成・就職支援）

大学、短大、専門学校等

ハローワークにおいて、トライアル雇用を実施

未就職卒業者
▶

高校生を求人企業に引率

※未就職卒業者など若年求職者を、３ヵ月間試行的に雇用する企業に対し、その間助成金を支給。

新

規

学

卒

者

全国に、六本木ジョブパークなど、大学生等向けの就職支援施設
を配置し、職業相談・職業適性検査、全国の大卒求人情報の発信、
セミナーや就職面接会の開催等を実施

▶

大学就職部の担当者に対し、就職支援のノウハウに関するセミ
ナーを開催

大卒未内定者向けのセミナー

▶

学
生

小、中、高校
▶ 企業人等を講師として学校に派遣し、職業や産業の実態、働くことの意義、職業生活等に関

して生徒に理解させ、自ら考えさせるキャリア探索プログラムを実施

＊ 試行雇用開始者数：約４．４万人、常用雇用移行率：８０．０％（平成１６年度実績）

約５．１万人、常用雇用移行率：８０．０％（平成１７年度実績）
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ジョブカフェによる就職支援

○ 都道府県が、地域の企業や学校と連携・協力の下、
・ 若年者に対する職業等の情報提供
・ 職場体験の機会の提供
・ 各種就職支援サービス

等をワンストップで行う「ジョブカフェ」を整備。

◇ 短期訓練（標準５か月） 約２万６千５百人が受講（平成1７年度）
就職率72．０％（平成17年度）

（従前の座学のみの若年者委託訓練（平成１５年度）：６０．５％）
◇ 長期訓練（１～２年） 1７年度28都道府県47施設57コース（626人）で実施

日本版デュアルシステム

○ 企業における実習と教育訓練機関における座学を並行して行うことにより一人前の職業人を
育成する実務・教育連結型人材育成システム。

◇ 平成１８年７月末現在４６都道府県（９４カ
所）で開設、3９都道府県でハローワークを併設

◇ 平成１８年３月までの累計で延べ約２７２万人
が利用、約１４．２万人が就職

企業で、実践力を養成

並行的に実施

公共職業能力開発施設や専門学校等
で、必要な知識を習得

（２）フリーターやニート等に対する（２）フリーターやニート等に対する支援支援

大阪府のジョブカフェ
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○ジョブカフェ等による就職支援（ジョブカフェ：４６都道府県９４カ所設置（平成18年7月現在））

就職者数 ５．７万人

○トライアル雇用による就職支援

就職者数 ４．２万人

○日本版デュアルシステム等実践的な能力開発の実施

就職者数 ２．４万人

○ハローワークによるフリーター常用就職支援事業

就職者数 １２．７万人（※）

フリーター向けの窓口を設け、常用就職に向けたセ
ミナーや合同選考会の開催、専任職員による一対一の
相談・助言、求人開拓、職業紹介、就職後の職場定着
指導等、常用雇用化のための一貫した支援を実施。

ハローワークに設置されたフリーター向けの窓口での相談風景

※ 各種事業との重複調整後のもの。

フリーター２５万人常用雇用化プラン（平成１８年４月開始）

フリーター２０万人常用雇用化プラン（１７年５月～１８年４月）は、２２．５万人
の常用雇用を実現（速報値）

【目標値】



○○ 合宿形式による集団生活の中での生活訓練、労働体験等を通じて、職業人、社会人
として必要な基本的能力の獲得、勤労観の醸成

→ 働く自信と意欲の付与
○ 民間事業者、ＮＰＯ等により、平成１７年度から全国２０カ所で実施

→ 平成１８年度は新たに５カ所を選定し、全国２５カ所で実施
○ 修了者数５０４名のうち２７０名が就労（平成１８年７月１日現在）

若者自立塾での活動風景

NPO法人
かごしま青少年自立センター

社団法人
沖縄産業開発青年協会

合資会社
知心学舎倫理教育研究所

学校法人
神須学園

企業組合
労協センター事業団

社団法人
日本青少年育成協会

NPO法人
北陸青少年自立援助センター

NPO法人
文化学習協同ネットワーク

NPO法人
青少年自立援助センター

有限会社
青少年自立支援センター
「ビバ」

NPO法人
フェルマータ

NPO法人
子どもと生活文化協会（CLCA）

財団法人
ユースワーカー能力開発協会

NPO法人教育研究所

NPO法人
ニュースタート事務局

ＮＰＯ法人ＩＣＤＳ

社会福祉法人
みどりの町

学校法人
久留米ゼミナール

NPO法人
おおさか若者就労支援機構

財団法人
喝破道場

四国進学会
株式会社 人材サポート

有限会社

NPO法人
侍学園

スクオーラ・今人

株式会社
K2インターナショナルジャパン

（よこはまアプレンティスシップセンター）

NPO法人
くりこま高原・地球の暮らしと自然教育研究所

４

「若者自立塾」事業の推進



○○ ニート等の若者の自立を支援するため、地方自治体との協働により「地域若者サポー
トステーション」を設置（平成１８年度 ２５か所）

○○ 若者の置かれた状況に応じた専門的な相談や職業意識啓発プログラムの実施、地域に
おけるネットワークの中核として各支援機関への適切な誘導の実施

５

20 NPO法人
中国キャリアコンサルタント研究会

24 NPO法人
九州キャリア・コンサルタント協会

25 NPO法人
NPOｽﾁｭｰﾃﾞﾝﾄ・ｻﾎﾟｰﾄ・ﾌｪｲｽ

5 職業訓練法人
テクノピラミッド運営機構

19 NPO法人 リスタート

18 NPO法人 こうべユースネット

11 NPO法人 福井県セルプ振興センター

4 NPO法人 「育て上げ｣ネット

8 NPO法人 新潟NPO協会

23 イヨテツケーターサービス 株式会社

13 NPO法人 ジョイフル

2 NPO法人 いわてNPOセンター

1 財団法人 札幌市青少年女性活動協会

14 財団法人 三重県労働福祉協会

9 財団法人 富山勤労総合福祉センター

3 山形県中小企業団体中央会

12 財団法人 山梨県青少年協会

6 NPO法人 「育て上げ｣ネット

16 財団法人 京都市ユースサービス協会

17 財団法人 大阪労働協会

22 株式会社 穴吹カレッジサービス

21 社団法人 徳島県労働者福祉協議会

10 社団法人 石川県雇用支援協会

7 NPO法人
青少年自立援助センター

15 株式会社 東京リーガルマインド

ネットワークを活用した若者の職業的自立支援の流れネットワークを活用した若者の職業的自立支援の流れ
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支援が必要な若者 中央サポートセンター
・技能向上研修
・情報交換会
・情報収集、提供 等

地域からの、支援が
必要な若者の誘導

地域若者サポートステーション

・相談支援事業（国）
・職業意識啓発事業（国）
・ネットワーク事業（地方自治体）

地域資源を活用した支援教育機関等

保健・福祉機関
・社会適応訓練
・引きこもり相談

NPO等の支援プログラム
・キャリア相談（親も含む）

・就労基礎訓練
・ボランティア活動

地方自治体の支援プログラム
・職場見学、職場体験
・セミナー、キャリア相談会
・農業体験

ヤングジョブスポット
若者自立塾

就労支援機関へのリファー
・ハローワーク、職業訓練等

就 労

キャリア・
コンサルタント

臨床心理士等

地域の相談体制充実等によるニート対策の強化（平成18年度新規）


